
 

 

10 介護保険事業 

介護保険制度は、老後の 大の不安要因ともなっている介護問題に対応するため、高齢者が介護を要する

状態になっても、自立した日常生活を送ることができるよう、高齢者の介護を社会全体で支える仕組みとし

て、平成 12 年４月から実施されました。 

平成 18 年４月には、高齢化の進展等に対応するため、介護予防サービス、地域密着型サービスや地域包括

支援センターの創設などの改正が行われました。 

また、財源としては保険料と公費それぞれ半々で賄う、給付と負担の関係が明確な社会保険方式となって

います。 

横浜市は、保険者として、被保険者の資格管理、保険料の徴収、要介護認定及び保険給付等を行うととも

に、横浜市介護保険事業計画に基づいて、介護サービスの基盤整備を進めていきます。 

 

１ 被保険者 

（平成 23年 3月 31 日現在） 

 第１号被保険者 

(65歳以上の方) 

第２号被保険者 

(40歳以上65歳未満の医療保険に加入している方) 

被保険者数 約73万人 約127万人 

  

２ 要介護認定 

介護保険サービスを利用するためには、区役所に申請し、要介護認定を受ける必要があります。区役所

では、申請に基づき認定調査を行うとともに、主治医意見書の提出を受け、保健・医療・福祉の専門家か

らなる介護認定審査会の合議体（審査部会）の審査判定に基づいて認定を行います。認定は、介護の必要

度から７段階に区分されます（要支援１・２、要介護１～５）。 

第１号被保険者は、原因を問わず認定を経て、要介護と認定された方は介護サービス、要支援と認定さ

れた方は介護予防サービスが受けられますが、第２号被保険者は初老期認知症や脳血管疾患など老化に起

因する 16 種類の特定疾病に該当した場合に限り、認定を経て介護（介護予防）サービスが受けられます。 

また、認定結果が非該当（自立）となった方は、介護保険のサービスは利用できませんが、横浜市が実

施する介護予防のためのサービス等が受けられる場合があります。 

 

(1) 介護認定審査会 

ア 合議体数 128 

イ 委員数  条例定数 730 人以内 （平成 23 年４月１日現在 701 人） 

 

 (2) 要介護認定の状況 

ア 申請件数 
（平成 22年 4 月～平成 23 年 3月） 

 申請件数 うち新規申請 

要介護認定 138,947件 39,146件 

イ 要介護認定者数 

        ①要介護度別内訳                          （平成 23 年 3 月 31 日現在）（単位：人） 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

11,543 17,183 17,240 25,605 17,321 15,133 14,383 118,408 

 
②区別認定者数                          （平成 23 年 3月 31 日現在）（単位：人） 

鶴見 神奈川 西 中 南 港南 保土ヶ谷 旭 磯子 

8,610 7,585 3,402 5,654 8,392 7,267 7,308 9,344 6,099 

金沢 港北 緑 青葉 都筑 戸塚 栄 泉 瀬谷 

7,503 8,894 5,139 7,290 3,970 8,126 3,946 5,219 4,660 
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(3) 居宅サービス計画・介護予防サービス計画 

   在宅サービスを利用する場合、本人の心身の状態や希望等に応じた適切なサービスが受けられるよう、

要介護の方は居宅介護支援事業所のケアマネジャーに依頼し居宅サービス計画（ケアプラン）を作成し

ます。 

なお、要支援の方の場合は、地域包括支援センターの保健師等に依頼し、介護予防サービス計画（介

護予防ケアプラン）を作成します。 

  

３ 保険給付 

(1) サービスの種類 

介護給付

を行う 

サービス 

居宅サービス ①訪問介護、②訪問入浴介護、③訪問看護、④訪問リハビリテーション 

⑤居宅療養管理指導、⑥通所介護、⑦通所リハビリテーション 

⑧短期入所生活介護、⑨短期入所療養介護、⑩特定施設入居者生活介護 

⑪福祉用具貸与、⑫特定福祉用具購入、⑬住宅改修 

地域密着型 

サービス 

①夜間対応型訪問介護、②認知症対応型通所介護、 

③小規模多機能型居宅介護、④認知症対応型共同生活介護、 

⑤地域密着型特定施設入居者生活介護、⑥地域密着型介護老人福祉施設 

施設サービス ①介護老人福祉施設、②介護老人保健施設、③介護療養型医療施設 

居宅介護支援 

予防給付

を行う 

サービス 

介護予防 

サービス 

①介護予防訪問介護、②介護予防訪問入浴介護、③介護予防訪問看護 

④介護予防訪問リハビリテーション、⑤介護予防居宅療養管理指導 

⑥介護予防通所介護、⑦介護予防通所リハビリテーション 

⑧介護予防短期入所生活介護、⑨介護予防短期入所療養介護 

⑩介護予防特定施設入居者生活介護、⑪介護予防福祉用具貸与 

⑫介護予防特定福祉用具購入、⑬介護予防住宅改修 

地域密着型 

介護予防サービス 

①介護予防認知症対応型通所介護、②介護予防小規模多機能型居宅介護 

③介護予防認知症対応型共同生活介護（要支援２の方に限ります） 

 介護予防支援 

  ●サービス名に「介護予防」の文字が入っているサービスは、要支援 1・2の方が対象です。 
※（介護予防）福祉用具貸与では、要介護 1、要支援 1・2の方は利用できない品目があります。 

     
 

 (2) 居宅サービスの利用限度 

   要介護度に応じた利用限度額が設定されています。限度額を超えてサービスを利用するときには全額
自己負担になります。 

要介護度 介護予防サービス・居宅サービス 

地域密着型サービスの利用限度単位数

福祉用具購入費 

の支給限度基準額 

住宅改修費 

の支給限度基準額 

要支援１  4,970 単位／月  

 4月から翌年の 

3月までの1年間で 

10万円 

（9万円を限度に払い

戻します） 

 

現住居につき 

20万円 

（18万円を限度に払

い戻します） 

要支援２ 10,400 単位／月 

要介護１ 16,580 単位／月 

要介護２ 19,480 単位／月 

要介護３ 26,750 単位／月 

要介護４ 30,600 単位／月 

要介護５ 35,830 単位／月 

   ※ただし、（介護予防）特定施設入居者生活介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護等につい
ては、利用限度額は適用されません。また、（介護予防）居宅療養管理指導は利用限度額の対象外
です。 

 

 (3) 施設サービスの費用 

各施設類型ごとに、要介護度に応じた介護費用が設定されています。 
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(4)  保険給付費の状況        （平成 22 年度決算）（単位：千円） 

区 分 給付費支払額 

在宅介護サービス費 89,938,398 

地域密着型介護サービス費 16,207,436 

施設介護サービス費 61,716,821 

特定入所者介護サービス費 5,732,180 

高額介護サービス費等 4,067,636 

計  177,662,471 

※ 保険給付費は、過年度納付保険料償還金を除きます。 

 

 (5) 保険給付費の財源内訳 

介護保険給付費（平成 23 年度予算） 188,240 百万円（保険料償還金を除く） 
     財源内訳                      (単位：百万円) 

  
 

国 
居宅 20% 
施設 15% 
33,275 

  
県 

 居宅12.5％ 
施設17.5% 
27,903 

 

 
 

第２号保険料 
（30％） 
56,472 

 
 

第１号保険料 
（22.34％） 

42,053 

 

 
市 

（12.5％） 
23,530 

調整交付金 
（2.66％） 

5,007 
 

 

     ※ 給付費準備基金 20 年度末残高見込額のうち約 61 億円を 21～23 年度 3年間で取り崩し、給付費増
に伴う保険料の上昇を抑制 

 
４ 利用者の負担 

 (1) サービスを利用した場合の自己負担 

原則としてかかった費用の 1割の利用者負担のほか、施設等を利用した場合は、部屋代や食費などの

負担があります。 

１割負担が高額になる場合（福祉用具購入費、住宅改修費を除く）は上限額を超えた分が高額介護サ

ービス費として払い戻されます。 

このほか、各医療保険と介護保険の自己負担の１年間の合計額が一定を超えた場合に、申請により一

定額を超えた分が支給される高額医療・高額合算制度があります。 

また、部屋代・食費の負担及び高額介護サービス費については、所得の低い方を対象として、次のと

おり負担限度額が設定されています。 

 

＜ 高額介護サービス費及び部屋代・食費の負担限度額 ＞  
 

利用者 

負担段階 
対 象 者 

高額介護サービス

費支給による自己

負担の上限額（月

額） 

負担限度額（日額） 

部 屋 代 食 費 

第１段階 

・市民税非課税世

帯で老齢福祉年金

を受給されている

方 

・生活保護等を受

給されている方 

15,000 円 

多床室              0 円 

300 円 

従来型 

個 室 

（特養等）       320 円 

（老健・療養等）    490 円 

ユニット型準個室         490 円 

ユニット型個室          820 円 

※うち基金繰入金 
          4,355 
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第２段階 

・市民税非課税世

帯の方で合計所得

金額と課税年金収

入額の合計が年間

８０万円以下の方 

15,000 円 

多床室              320 円 

390 円 

従来型 

個 室 

（特養等）       420 円 

（老健・療養等）    490 円 

ユニット型準個室         490 円 

ユニット型個室          820 円 

第３段階 

・市民税非課税世

帯の方で上記第２

段階以外の方 

24,600 円 

多床室              320 円 

650 円 

従来型 

個 室 

（特養等）       820 円 

（老健・療養等）   1,310 円 

ユニット型準個室        1,310 円 

ユニット型個室         1,640 円 

第４段階 ・上記以外の方 37,200 円 負担限度額なし 

 
 

 (2) 横浜市介護サービス自己負担助成（本市独自制度） 

   低所得者に対して、在宅サービス等の利用者負担の一部を助成します。 

  

ア 在宅サービス助成 

（ア）対象の要件及び助成内容 

      横浜市の被保険者（要介護認定又は要支認定を受けている方)で､市民税非課税世帯のうち、次のい

ずれかの要件に該当する者 

① 生活保護受給者を除く介護保険料第１段階で表１の「利用者負担軽減基準(資産)」に該当するこ

と→本来 10％負担のところ３％負担に軽減 

② 表 1 の「利用者負担軽減基準（資産）」及び表２の「利用者負担軽減基準（収入）」の両方を満た

していること→本来 10％のところ５％負担に軽減 

     なお、軽減後の負担額が更に一定額を超えた場合は、その額も助成します。 

（イ）対象となるサービス 

   表３参照 

 

イ グループホーム助成 

（ア）対象の要件及び助成内容 

      横浜市の被保険者（要介護認定又は要支認定を受けている方)で､市民税非課税世帯のうち、次の全

ての項目に該当する者 

① 生活保護受給者を除く介護保険料第１段階で表１の｢利用者負担軽減基準(資産)」に該当してい

ること又は、表１の「利用者負担軽減基準（資産）｣及び表２の｢利用者負担軽減基準（収入）」

の両方を満たしていること。 

    ② 税法上の被扶養者でないこと 

    ③ ３か月以上、横浜市内に居住していること 

④ 横浜市内のグループホームを利用していること、または利用を予定していること 

→本来 10％のところ５％負担に軽減 

       なお、軽減後の負担額が更に一定額を超えた場合は、その額も助成します。 

（イ）対象となるサービス 

    表３参照 
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ウ 施設居住費助成（ユニット型個室） 

（ア）対象の要件及び助成内容 

      横浜市の被保険者（要介護認定又は要支認定を受けている方)で､市民税非課税世帯のうち、次の全

ての項目に該当する者 

① 部屋代・食費の負担限度額認定制度において、利用者負担段階第１、２、３段階のいずれかの認

定を受けていること。 

② 表１の「利用者負担軽減基準（資産）｣及び表２の｢利用者負担軽減基準（収入）」の両方を満た

していること。 

    ③ 税法上の被扶養者でないこと 

→ 対象となるサービスを利用した場合に、ユニット型個室の居住費について、利用者負担段

階第１、２段階の場合は日額１６５円（月額５千円程度）を、利用者負担段階第３段階の

場合は日額３３０円（月額１万円程度）を助成。 

（イ）対象となるサービス 

    表３参照 

表１ 資産基準＜次のア、イ両方を満たしている必要があります＞ 

（ア）世帯全員の現金、預金、有価証券等の額が、 

単身世帯 350 万円以下 

複数人世帯 350 万円に世帯員 1人につき 100 万円を加えた額以下 

（イ）居住用の土地（200 ㎡以下）及び家屋以外の不動産を所有しないこと 

 

表２ 収入基準＜市民税非課税世帯で次の基準に該当する方＞ 

単身世帯 150 万円以下 

複数人世帯 150 万円に、世帯員 1人につき 50 万円を加えた額以下 

※施設居住費助成において、利用者負担段階が第１、２段階に該当するときは、収入基準額

が単身世帯で５０万円以下、２人以上の世帯で５０万円に世帯員１人につき、５０万円を加

えた額以下であること。 

 

 表３ 表３ 助成対象となるサービス 

        助成対象 

サービス名 

在宅サービス助

成 

グループホーム 

助成 

施設居住費助成

（ユニット型個室）

（介護予防）訪問介護 ○   

（介護予防）訪問入浴介護 ○   

（介護予防）訪問看護 ○   

（介護予防）訪問リハビリテーション ○   

（介護予防）通所介護 ○   

（介護予防）通所リハビリテーション ○   

（介護予防）短期入所生活介護 ○   

（介護予防）短期入所療養介護 ○   

（介護予防）福祉用具貸与 ○   

夜間対応型訪問介護 ○   

（介護予防）認知症対応型通所介護 ○   

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 ○   

（介護予防）認知症対応型共同生活介護 

 ※短期利用 
○   
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（介護予防）認知症対応型共同生活介護 

※短期利用以外 
 ○  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護   ○ 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）   ○ 

介護老人保健施設   ○ 

介護療養型医療施設   ○ 

 

(1) 第１号被保険者（65 歳以上）の保険料 

第１号被保険者の保険料は、介護保険サービスの給付額の見込みに応じて３年ごとに見直すことにな

っています。 

第１号被保険者の保険料は、個人ごとに、前年中の所得等に応じた段階別となっています。 

横浜市では、国が標準とする６段階方式を本市独自に１１段階方式とし、所得の低い方の保険料を軽

減しています。 

老齢・退職年金、障害年金、遺族年金が年額 18 万円以上の人は年金から天引きとなり、それ以外の人

は口座振替等により、個別に保険料を納めます。 

ア 段階別保険料（平成 21～23 年度）                                           （単位：円） 

 
※ 保険料上段は年額、下段（ ）は月額相当 

   

 

 

保険料段階
 

対  象  者
 

基準額×割合
 保険料額

()は月額

第１段階 ・生活保護または中国残留邦人等支援給付受給者 

・市民税非課税世帯かつ老齢福祉年金受給者 
基準額×0.5

 27,000 

(2,250)

第２段階  

 

 

本人が

市民税

非課税

同じ世帯に 

いる方全員 

が市民税非 

課税 

本人の「公的年金等収入額」と「合

計所得金額」の合計が年間80万円以

下の方 

基準額×0.5
 

27,000 

(2,250)

第３段階 上記以外の方 
基準額×0.65

 35,100 

(2,925)

第４段階 同じ世帯に 

市民税課税

者がいる方 

本人の「公的年金等収入額」と「合

計所得金額」の合計が年間80万円以

下の方 

基準額×0.95
 

51,300 

(4,275)

第５段階 

<基準額> 

上記以外の方 
基準額×1.0 

54,000 

(4,500)

第６段階  

 

 

 

本人が

市民税

課税 

本人の「合計所得金額」が 

150万円未満の方 
基準額×1.1 

59,400 

(4,950)

第７段階 本人の「合計所得金額」が 

150万円以上250万円未満の方 
基準額×1.25 

67,500 

(5,625)

第８段階 本人の「合計所得金額」が 

250万円以上500万円未満の方 
基準額×1.5

 81,000 

(6,750)

第９段階 本人の「合計所得金額」が 

500万円以上700万円未満の方 
基準額×1.75

 94,500 

(7,875)

第１０段階 本人の「合計所得金額」が 

700万円以上1000万円未満の方 
基準額×2.0 

108,000

(9,000)

第１１段階 本人の「合計所得金額」が 

1000万円以上 
基準額×2.25 

121,500

(10,125)
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 イ 保険料賦課・収納状況（平成 22 年度）（単位：円） 

区 分 調 定 額 収 納 額 収 納 率 対象被保険者数 構成比 

 特別徴収 35,591,546,920 35,591,546,920 100.0％ 622,976人 

 

85.3％ 

 

普通徴収 4,645,194,720 

 

4,050,505,380 87.2% 107,735人 

 

14.7％ 

 

現年度分 40,236,741,640 

 

39,642,052,300 98.5％ 730,711人 

 

100.0％ 

滞納繰越分 1,482,941,312 

 

152,060,025 10.3％

計 41,719,682,952 

 

39,794,112,325 95.4％

 

 

(2) 第２号被保険者（40 歳から 64 歳まで）の保険料 

第２号被保険者の保険料は、各医療保険者が、その医療保険に加入する第２号被保険者の数に応じて

社会保険診療報酬支払基金に納付する額に基づいて算出します。料率は医療保険ごとに異なりますが、

所得に応じたものになります。 

第２号被保険者の介護分保険料は、加入している医療保険料と一括して徴収され社会保険診療報酬支

払基金を通じ、全国の市町村に定率(平成 21～23 年度は 30%)で交付されます。 

 

 

６ 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

この計画は、老人福祉法及び、介護保険法に基づき、高齢者に関する各種の保健福祉事業や平成 12 年度

から始まった介護保険制度の円滑な実施に関する総合的な計画として、取り組む課題を明らかにし、目標

等を定めたものです。計画は３年ごとに見直しを行うこととされていることから、平成 23 年度に現行計画

（計画期間：平成 21～23 年度）の見直しを行い、平成 24～26 年度を計画期間とする計画を策定します。

  

 (1) 介護保険サービスの実施状況 

サービスの種類 22年度実績 23年度見込量

在宅 

サービス 

訪問介護 回／年 3,619,352 4,056,100

 介護予防 人／年 146,957 175,100

訪問入浴介護 回／年 174,818 191,400

 介護予防 回／年 347 380

訪問看護 回／年 561,094 585,300

 介護予防 回／年 32,334 31,300

訪問リハビリテーション 日／年 45,273 37,500

 介護予防 日／年 4,298 2,900

居宅療養管理指導 人／年 140,097 141,400

 介護予防 人／年 7,989 8,000

通所介護 回／年 2,170,869 2,066,100

 介護予防 人／年 62,235 69,700

通所リハビリテーション 回／年 616,118 634,500

 介護予防 人／年 10,872 13,100

短期入所生活介護 日／年 634,748 624,600

 介護予防 日／年 7,569 8,800

短期入所療養介護   日／年 105,001 127,100

 介護予防 日／年 771 1,300
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特定施設入所者生活介護 人／年 58,056 63,400

 介護予防 人／年 9,475 12,200

福祉用具貸与 人／年 312,442 309,300

 介護予防 人／年 31,433 19,000

特定福祉用具購入 人／年 8,672 9,700

 介護予防 人／年 2,249 2,300

住宅改修 人／年 6,556 6,500

 介護予防 人／年 2,925 2,700

居宅介護支援 人／年 558,197 590,300

 介護予防 人／年 207,273 218,100

地域密着型 

サービス 

 

 

 

夜間対応型訪問介護 人／年 5,791 3,120

認知症対応型通所介護 回／年 125,244 91,700

 介護予防 回／年 26 70

小規模多機能型居宅介護 人／年 8,289 23,600

 介護予防 人／年 488 1,770

認知症対応型共同生活介護 人／年 49,930 53,400

 介護予防 人／年 56 70

地域密着型特定施設入居者生活介護 人／年 166 180

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人／年 1,361 1,300

施設 

サービス 

介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム) 人／年 130,453 150,400

介護老人保健施設 人／年 89,435 106,100

介護療養型医療施設 人／年 10,673 13,800

    ※ 介護予防に関する数値については、各サービスの内数に含めない数値（外数値）による。 

 

  (2) 地域支援事業等の実施状況 

事業等の種類 22年度実績 23年度見込量 

特定高齢者数(対象者数)  人 748 2,900

地域包括支援センター か所数 128 129

介

護

予

防 

事

業

等 

 

一般高齢者

施策 

介護予防普及啓発活動 

（イベント、講演会、健康教育等） 
延べ人数 41,613 40,000

地域介護予防活動支援(関係団体間の連

絡会、人材育成のための研修会等) 
回数 1,258 250

体力向上プログラム 
実人数 8,306 10,000

脳力向上プログラム

（認知症予防事業）

認知症予防プログ

ラム 
実人数 607 720

講演会 

 
延べ人数 1,750 

介護支援ボランティアポイント事業 登録者数 4,468 6,000

特定高齢者

施策 

はつらつシニア 

プログラム 

（通所型介護予防事

業） 

運動プログラム 実人数 

 

329 

1,400口腔ケア・栄養改善

プログラム 

実人数 326 

訪問型介護予防事業 実人数 98 

その他事業 高齢者食事サービス事業 食 392,875 613,000

※ 地域包括支援センターは、地域ケアプラザ及び一部の特別養護老人ホームに設置。 
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 (3) 介護保険外サービスの実施状況 

事業等の種類 22年度実績 23年度見込量 

在宅生活支援ホームヘルプ 時間 80,338 89,000

高齢者日常生活用具給付（紙おむつ） 延べ月数 29,658 31,000

高齢者あんしん電話 台 2,231 3,100

高齢者等住環境整備事業 件 107           130

訪問理美容サービス 回 5,114 6,800

外出支援サービス 回 23,734 28,300

寝具丸洗い・乾燥 回 551 920

在宅重度要介護者家庭援護金 人 16 24

中途障害者地域活動センター 人         62,720 71,600

自立支援ホームヘルプ 時間 646 2,000

認知性高齢者への支援（家族教室） 回 97 93

認知症高齢者への支援（高齢者保健福祉相談） 人 262 302

生活支援ショートステイ 日 474 540

養護老人ホーム 
か所 6 6

床 635 635

軽費老人ホーム 
か所 5 5

床 250 250

ケアハウス 
か所 6 6

床 396 396

  (4) 介護保険施設等の整備状況 

施設の種類 22年度実績 23年度見込量

介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)※ 年度末竣工数(床) 13,207 13,607

介護老人保健施設 年度末竣工数(床) 9,565 9,565

介護療養型医療施設 年度末竣工数(床) 675 902

認知症高齢者グループホーム 年度末竣工数(床) 4,574 4,830

特定施設（有料老人ホーム等） 年度末竣工数(床) 10,375 10,729

※ 小規模特別養護老人ホームを含む。 

 

 

   ※ (1)～(4)の 23 年度見込量は「第４期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成 21～23
年度）」による。 
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